
被用者保険の後期高齢者支援金への総報酬割導入について

計 約３．６兆円

総報酬割
１／３

加入者割
２／３

全額
加入者割

公費

2,700

16,600億円14,500億円 4,400億円

加入者数2980万人×4.43万円 加入者数3470万人×4.43万円
加入者数890万人

×4.43万円

総報酬82.5兆円（４５％） 総報酬72.9兆円（４０％） 総報酬28兆円（１５％）

公費
1,800

15,000億円※※ 15,800億円※※ 4,700億円※※

＋500億円※ －850億円※ ＋350億円※

16.4％

2割軽減5割軽減7割軽減

保険料額

応益分（約５０％）

応能分（約５０％）

所得

７割軽減・５割軽減を受け
る低所得者数に応じて財政

支援（暫定措置）
（それぞれ平均保険料の１２％・

６％相当額を公費負担）

7７0億円（H22年度予算）

（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）

市町村国保における保険基盤安定制度の概要

拠出金

交付金

高額医療費共同事業

保険財政共同安定化事業

都道府県単位の共同事業

Ｂ町

Ｃ村

A市

拠出金

交付金

拠出金

交付金

実際に発生した医療費に応じて交付

市町村国保における高額医療費共同事業・保険財政共同安定化事業の概要

【高額医療費共同事業】
国1/4、都道府県1/4、保険料1/2

【保険財政共同安定化事業】
保険料のみ

・１件８０万円超の医療費に関する共
同事業

・事業規模 約2,600億円

・１件３０万円超の医療費（うち８～
８０万円）に関する共同事業

・事業規模 約1.1兆円 （平成20年度）

（平成22年度予算案ベース）

協会けんぽ 共済組合健保組合 16.4％

（４１％） （４７％） （１２％）

※ 22年度は、健保組合＋330億円、協会けんぽ－560億円、共済＋230億円
※※ 22年度は、健保組合14,800億円、協会けんぽ16,100億円、共済4,600億円

保険料軽減分に対する
公費補てん（恒久措置）



都道府県単位保険料率の激変緩和措置の期間延長について

○ 都道府県単位保険料率になることで、保険料率が大幅に上昇する場合には、平成２５年９月までの間
は、激変緩和措置を講ずることが、法律に規定されている。

○ 協会けんぽの財政状況の急激な悪化により、平均保険料率が急上昇する状況であるため、激変緩和措置
の期間を平成２９年度末までに延長することとする。
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激変緩和適用前（所要保険料率）の全国平均との差

激変緩和適用後（10分の1.5に調整）の全国平均との差

最高料率と最低料率の差は0.16%
北海道9.42%～長野県9.26%（+0.08～▲0.08）

[％]

全国平均保険料率 9.34%
（平成21年度は8.20%）

平成22年度は全国平均保険料率
との乖離幅を10分の1.5に調整
（平成21年度は10分の1に調整）

平成２２年度の都道府県単位保険料率

平成21年度の最高と最低の差は0.11%
北海道8.26%～長野県8.15%（+0.06～▲0.05）



平成２２年度の協会けんぽの国庫補助等のイメージ

＜現行＞

・後期支援金は加入者割

＜平成２２年度＞

・後期支援金の1/3について総報酬割 （７月～（８／１２か月分））

・前期＋若人への国庫補助率１６.４%    （７月～（８／１２か月分））

16.4%

後期
(75歳以上)

前期
(65歳以上
75歳未満)

＋
若人

(65歳未満)

国庫

国庫

13%

2730億円

総報酬割による
支援金増加分

健保組合 ＋330億
共 済 ＋230億

23年度、24年度
健保組合＋500億
共 済＋350億

国庫
2120億円

＜国庫＞

610億円

▲610億円

610億円

16.4%

充当

純増

削減総報酬割による負担減

国庫

23年度､24年度
▲910億円

＋1220億円

610億円

総報酬割

加入者割

健保組合等へ
の国の支援
約160億円
→約320億円

23年度､24年度
920億円

＜今回の特例措置のポイント＞
・国は、協会けんぽの国庫補助率引上げの所要財源の半分を真水（純増）で確保
・後期支援金の総報酬割によって削減した国庫補助は、協会けんぽの国庫補助率引上げに充当
・負担能力に応じた費用負担であり、財政力の弱い健保組合にとっても負担減（約550組合で負担減）
・前期高齢者納付金の負担軽減を図るため、国による健保組合等への支援を22年度において倍増



○ 協会けんぽは、保険料率を設定するに当たって、毎事業年度における財政均衡が要件とされている。
○ 22年度から24年度まで、単年度財政均衡の特例として、借入金償還を単年度収支に組み込んだ上で、単年度で収
支が均衡しない保険料率の設定を可能とする。

○ 当該年度の保険料率に算定する借入金償還額は、前年度末時点での借入金をもとに、政令で定めるものとする。

累積債務
▲4500億円

※ 保険料率に毎年度償還費用を算定することを義務付け、財政に組み込まれる。
※ 年度ごとの新規発生の債務についても、24年度までの中期的財政均衡に組み
込まれる。

Ｈ２２ Ｈ２４Ｈ２３

仮に、新規債務
▲300億円が発生

した場合

＝4500億÷3
＝1500億

＝（3000億＋300億）÷2
＝1500億＋150億

＝（1500億＋150億＋100億）÷1

仮に、新規債務
▲100億円が発生

した場合

Ｈ２１

累積債務
▲3300億円

累積債務
▲1750億円

累積債務
▲0

償還額
1650億円

償還額
1750億円

中期的な財政健全化の枠組みについて（健康保険法第１６０条第３項関係）

償還額
1500億円



① 改正法により、市町村国保の都道府県単位化を進めるための環境整備として、

新たに都道府県の判断により「広域化等支援方針」(※)の策定ができることに。

② 都道府県は市町村の意見を聴いて策定することとなるが、可能なものから早期に
策定するよう要請。

③ 現在新たな高齢者医療制度について検討されており、広域化等支援方針の内容に
ついても、この影響を受けることが予想されるため、将来目指すべき方向性を掲げつつ、
当面、平成２４年度までに取り組むべきものを中心に定めるよう要請。

都道府県が、国保事業の運営の広域化又は国保財政の安定化を推進するため、
市町村の意見を聴きつつ、国保の都道府県単位化に向けて策定する方針。

内容はおおむね以下に掲げる事項。

（１） 事業運営の広域化

・収納対策の共同実施

・医療費適正化策の共同実施

・広域的な保健事業の実施

・保険者事務の共通化 など

（２） 財政運営の広域化

・保険財政共同安定化事業

の拡充

・都道府県調整交付金の活用

・広域化等支援基金の活用など

（３） 都道府県内の標準設定

・保険者規模別の収納率目標

・赤字解消の目標年次

・標準的な保険料算定方式

・標準的な応益割合 など

（※） 広域化等支援方針のイメージ

1

広域化等支援方針の策定について
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